
令和６年度　各会計別補正予算（案）概要

令和６年１２月

前  年  度

既定予算額 補正予算額 　　計　　　A     予  算  額  B C=A-B C/B×100

千円 千円 千円 千円 千円 ％

一 般 会 計 348,037,967 3,638,117 351,676,084 335,181,440 16,494,644 4.9
（ 第 ５ 号 補 正 ）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 72,661,798 0 72,661,798 72,297,368 364,430 0.5

介 護 保 険 特 別 会 計 70,874,157 0 70,874,157 69,025,221 1,848,936 2.7

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 18,891,023 0 18,891,023 17,688,093 1,202,930 6.8

合　　　　　　計 510,464,945 3,638,117 514,103,062 494,192,122 19,910,940 4.0

＊前年度予算額は、各会計とも令和５年度の最終予算額である。

令　和　６　年　度　予　算　額 比  較  増  減
区　　　　　分
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令和６年度　一般会計補正予算（第５号）総括表
　（１）歳入予算款別表

計 前年度予算額 比  較  増  減

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 前年度比

千円 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  1 特別区税 52,314,744 0 52,314,744 14.9 54,366,929 16.2 △2,052,185 △3.8

  2 地方譲与税 1,066,001 0 1,066,001 0.3 983,701 0.3 82,300 8.4

  3 利子割交付金 108,000 0 108,000 0.0 177,000 0.1 △69,000 △39.0

  4 配当割交付金 919,000 0 919,000 0.3 942,000 0.3 △23,000 △2.4

  5 株式等譲渡所得割交付金 950,000 0 950,000 0.3 691,000 0.2 259,000 37.5

  6 地方消費税交付金 15,300,000 0 15,300,000 4.4 15,300,000 4.6 0 0.0

  7 自動車取得税交付金 1 0 1 0.0 4,876 0.0 △4,875 △100.0

  8 環境性能割交付金 261,000 0 261,000 0.1 238,000 0.1 23,000 9.7

  9 ゴルフ場利用税交付金 2,403 0 2,403 0.0 2,570 0.0 △167 △6.5

 10 地方特例交付金 3,514,717 0 3,514,717 1.0 659,248 0.2 2,855,469 433.1

 11 交通安全対策特別交付金 73,000 0 73,000 0.0 73,000 0.0 0 0.0

 12 特別区交付金 111,900,000 0 111,900,000 31.8 111,059,000 33.1 841,000 0.8

 13 分担金及び負担金 1,972,655 0 1,972,655 0.6 2,211,749 0.7 △239,094 △10.8

 14 使用料及び手数料 4,425,113 0 4,425,113 1.3 4,668,866 1.4 △243,753 △5.2

 15 国庫支出金 70,483,192 0 70,483,192 20.0 70,141,387 20.9 341,805 0.5

 16 都支出金 34,170,629 3,638,117 37,808,746 10.8 41,370,340 12.3 △3,561,594 △8.6

 17 財産収入 648,314 0 648,314 0.2 684,024 0.2 △35,710 △5.2

 18 寄付金 54,331 0 54,331 0.0 219,124 0.1 △164,793 △75.2

 19 繰入金 40,119,333 0 40,119,333 11.4 21,686,276 6.5 18,433,057 85.0

 20 繰越金 6,172,219 0 6,172,219 1.8 6,429,153 1.9 △256,934 △4.0

 21 諸収入 3,583,315 0 3,583,315 1.0 3,269,197 1.0 314,118 9.6

 22 特別区債 0 0 0 0.0 4,000 0.0 △4,000 △100.0

歳  入  合  計 348,037,967 3,638,117 351,676,084 100.0 335,181,440 100.0 16,494,644 4.9

＊前年度予算額は、令和５年度の最終予算額である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

科　　　目 （款） 既定予算額 補正予算額
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　（２）歳出予算款別表
計 前年度予算額 比  較  増  減

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 前年度比

千円 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  1 議会費 955,832 0 955,832 0.3 966,770 0.3 △10,938 △1.1

  2 総務費 41,398,171 0 41,398,171 11.8 37,709,192 11.3 3,688,979 9.8

  3 民生費 156,847,822 3,638,117 160,485,939 45.6 167,730,780 50.0 △7,244,841 △4.3

  4 産業経済費 7,856,129 0 7,856,129 2.2 6,483,828 1.9 1,372,301 21.2

  5 環境衛生費 29,539,163 0 29,539,163 8.4 24,210,411 7.2 5,328,752 22.0

  6 土木費 25,881,804 0 25,881,804 7.4 22,147,354 6.6 3,734,450 16.9

  7 教育費 54,694,744 0 54,694,744 15.6 44,875,509 13.4 9,819,235 21.9

  8 公債費 2,956,048 0 2,956,048 0.8 3,789,071 1.1 △833,023 △22.0

  9 諸支出金 27,188,254 0 27,188,254 7.7 26,868,525 8.0 319,729 1.2

 10 予備費 720,000 0 720,000 0.2 400,000 0.1 320,000 80.0

歳  出  合  計 348,037,967 3,638,117 351,676,084 100.0 335,181,440 100.0 16,494,644 4.9

＊前年度予算額は、令和５年度の最終予算額である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

科　　　目 （款） 既定予算額 補正予算額

3



令和６年度　一般会計補正予算（第５号）性質別経費

令　和　６　年　度　予　算　額 前年度予算額 比 較 増 減

区　　　　　分 既  定  予  算　額 補正予算額 計 金    額 金    額 前年度比

金　　額 構成比 金　　額  金　　額 A 構成比 B C=A-B C/B×100

千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

人　  　件　  　費 44,112,430 12.7 825 44,113,255 12.5 39,724,315 11.9 4,388,940 11.0

扶　　　助　　　費 114,028,720 32.8 0 114,028,720 32.4 109,727,293 32.7 4,301,427 3.9

公　　　債　　　費 2,956,048 0.8 0 2,956,048 0.8 3,789,071 1.1 △833,023 △22.0

投　資　的　経　費 45,183,862 13.0 30,000 45,213,862 12.9 33,510,321 10.0 11,703,541 34.9

その他一般行政経費 141,756,907 40.7 3,607,292 145,364,199 41.3 148,430,440 44.3 △3,066,241 △2.1

合　　　　　計 348,037,967 100.0 3,638,117 351,676,084 100.0 335,181,440 100.0 16,494,644 4.9

＊前年度予算額は、令和５年度の最終予算額である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

構成比
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令和６年度　一般会計補正予算（第５号）主要事業概要
（単位：千円）

款　別 補正額 事　　　業　　　名 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要

民生費 3,638,117 　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（以下、「臨時交付金」という）の低所得世帯支

援枠※1を活用し、「令和6年度住民税非課税世帯」を対象に給付金を支給する。
　また、上記給付事業の対象とならない「令和6年度住民税均等割のみ課税世帯」も物価高騰の影

響を受けやすい低所得世帯と判断し、臨時交付金の推奨事業メニュー枠※2を活用し、区独自に給
付金を支給する。

※1 ※2　…臨時交付金の「低所得世帯支援枠」「推奨事業メニュー枠」とも、国の補正予算の成立後に交付限度額が通
　　　　　　　 知される予定。国からの事務連絡には、「低所得世帯支援枠は、全対象世帯分を交付できるよう検討中。推奨
　　　　　　　 メニュー枠は、前回給付金の交付限度額を下回らない見込みで検討中」との記載あり（【参考】足立区に対す
　　　　　　　 る推奨メニュー枠の前回交付限度額：606,768千円）。

 1　補正予算額　3,638,117千円
　　（（1）給付金3,450,000千円 と （2）事務経費188,117千円の合計）
 （1）給付金　3,450,000千円

１　低所得世帯への臨時
　　給付金の支給事務

3,638,117

給付金種別 対象想定数 給付額 合計額 特定財源 支給時期

①
令和6年度住民税非課

税世帯
※3

への給付
98,000世帯

30千円
（1世帯あたり）

2,940,000千円

②

上記①受給世帯のうち
子育て世帯へのこども

加算
※5

6,500世帯
（11,000人）

20千円
（児童1人あたり）

220,000千円

③

令和6年度住民税均等

割のみ課税世帯
※4

へ
の給付

9,000世帯
30千円

（1世帯あたり）
270,000千円

④

上記③受給世帯のうち
子育て世帯へのこども

加算
※5

500世帯
（1,000人）

20千円
（児童1人あたり）

20,000千円

 ※3　住民税非課税世帯　　　　　　…世帯内の全員について住民税がかからない世帯。

 ※4　住民税均等割のみ課税世帯…世帯内の全員について住民税均等割（原則5千円）のみがかかる世帯、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　または、世帯内に住民税均等割のみがかかる人と住民税非課税の人し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かいない世帯。

 ※5　こども加算　　　　　　　　　　　 …住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯への加算。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該世帯において生計を同一にする18歳以下（平成18年4月2日生まれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以降）の児童について、1人当たり2万円を支給する。

対象世帯数 107,000世帯（こども加算を含めた延べ世帯数 114,000世帯）／給付金総額 3,450,000千円

国
指
定

2月上旬
以降順次

区
独
自

臨時交付金
(低所得支援枠)
全額交付予定

臨時交付金
(推奨メニュー枠)
全額交付予定
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款　別 補正額 事　　　業　　　名 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要

（民生費）
　（2）事務経費　188,117千円

　

（低所得世帯への臨時
　給付金の支給事務）

予算種別 内容・内訳 合計金額

1 通信運搬費

①振込事前案内・確認書発送料金　11,770千円
　 @110円×107,000世帯分（5ページ給付金表①③の合計）
②区民からの確認書返送料金　2,398千円
　 @110円×21,800世帯分（過去の給付金の実績から想定）
③給付金振込通知発送料金　11,770千円
　 @110円×107,000世帯分
④再勧奨発送料金　1,210千円
　 @110円×11,000世帯分（過去の給付金の実績から想定）
⑤施設入所者等への現金書留送付料金（約300件）　197千円

27,345千円

2 手数料
①口座振込手数料　12,091千円
　 @113円×107,000件

12,091千円

3 委託料

臨時給付金業務委託
①コールセンター（最大15回線）　35,430千円
　 延べ615回線
　 期間：令和7年1月～令和7年3月（3か月・平日）
　 ※　詳細は、8ページ【参考1】に記載
②確認書等審査事務（最大処理件数1日2,000件）　19,966千円
　 総処理件数 21,800件
　 期間：令和7年2月～令和7年3月（2か月・平日）

③給付管理システム・オンライン申請導入・稼働
※6

　16,558千円
　 データ移行／対象者情報管理／返戻管理／審査状況管理／
　 オンライン申請
④オンライン申請用ホームページ運用経費　6,261千円
⑤印刷・封入封緘・発送・運搬費　25,770千円
　 @約115円×225,000件
　 （振込事前案内　85,200世帯分／確認書　21,800世帯分／
　　振込通知書　107,000世帯分／再勧奨通知　11,000世帯分
　　の合計）
⑥申請相談窓口（4人）・電話（5人）対応経費（延べ378人）
　　12,341千円 @約33,000円×9人×42日
※　詳細は、9ページ【参考2】に記載

116,326千円

※6　システム導入経費…データ移行、申請管理、データ出力を、受託事業者が管理する一つのシステムで完

　　　　　　 　　　　　　　　  結することで迅速な給付につながるため、一括して委託する。
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款　別 補正額 事　　　業　　　名 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要

（民生費）

　

（低所得世帯への臨時
　給付金の支給事務）

予算種別 内容・内訳 合計金額

4
使用料及び
賃借料

①複写機・什器等リース料
　 @550千円×2か月（令和7年2月～3月）
　※　令和7年1月までは令和6年10月受付期限の給付金で契約

1,100千円

5 需用費
①事務用消耗品費（10人分）
　 職員用事務用品等（筆記用具・フォルダー等）

400千円

6 普通旅費 ①委託業務現場検査
※7

、東京法務局供託手続
※8

等（10回程度） 30千円

7 職員手当
①常勤職員の時間外勤務手当（最大9人/約30時間）　750千円
②常勤職員の休日給夜勤手当（最大9人/約2時間）　50千円
③管理職員特別勤務手当（1人）　25千円

825千円

8
投資的委託
料

システム改修経費（対象世帯抽出作業等）
①住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯給付
 　18,000千円
②低所得の子育て世帯こども加算給付　12,000千円

30,000千円

188,117千円

※7　委託業務現場検査　 …区の「個人情報に係る契約約款別紙」に基づき、個人情報を扱う委託事業者の

　　　　　　　　　　　　　　　 　　 現場を検査。

※8　東京法務局供託手続…支給決定後、振込指定口座の解約等により支払不能となり、対象者と連絡が取

　　　　　　　　　　　　　　　　　  れず、事業終了までに支払えない場合に東京法務局に供託金として預ける。

※9　事務費に対しても、臨時交付金が全額交付される予定　

事務費総額
※9
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款　別 補正額 事　　　業　　　名 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要

（民生費）  【参考1】 コールセンター経費比較

 

（低所得世帯への臨時
　給付金の支給事務）

今回補正予算
（6年度5号補正予算）

【参考①】7万円給
付（5年度7号補正
予算）

【参考②】10万円
給付（5年度8号補
正予算）

【参考③】定額減
税給付（6年度1号
補正予算）

対象数 107,000世帯 100,000世帯
28,800世帯＋こ
ども加算18,500
人

195,000人

コールセンター
設置期間

7年1月6日～

7年3月31日
※10

延べ57日稼働

5年12月21日～
6年3月29日
延べ64日稼働

6年2月14日～
11月29日

延べ197日稼働

6年8月1日～
7年3月31日

延べ159日稼働

開設時間 平日9時～20時 平日9時～20時 平日9時～20時 平日9時～20時

回線数
最大15回線
平均11回線
延べ615回線

最大18回線
平均10回線
延べ634回線

最大15回線
平均6回線

延べ1,129回線

最大50回線
平均18回線

延べ2,849回線

回線数内訳
1/6～1/20   3回線
1/21～2/21 15回線
2/25～3/31 10回線

12/21～1/9    5回線
1/10～1/31   18回線
2/1～2/13    10回線
2/14～3/15    8回線
3/18～3/29    5回線

2/14～3/15
　　　8→10回線に増
3/18～3/29
　　　5→10回線に増
4/1～6/28     5回線
7月　　　    15回線
8/1～8/15     8回線
8/16～10/31   5回線
11月　　　    3回線

8月      50回線
9月      42回線
10月     18回線
11月     11回線
12月～3月  5回線

契約額（コールセ
ンター経費分）

35,430千円
（必要経費想定額）

28,003千円 53,075千円 119,762千円

１回線あたりの日額 58千円
※11 45千円 48千円 43千円

 ※10　設置期間…国の補正予算成立後、対象者からの問い合わせ増が見込まれる。前回給付金のコール

　　　　　　　　　　　 センターは12月27日まで延長して稼働していることから、今回は１月初日の開庁日１月6日

　　　　　　　　　　　 から稼働する。また、国から給付金事業の終了時期が示されていない（12月13日時点）た

　　　　　　　　　　　 め、令和6年度内の事業を想定し、3月31日まで稼働する。

 ※11　増額理由…開設期間が短いほど設備構築等の準備経費の割合が大きくなる。今回の契約では、参考

　　　　　　　　　　　 ①～③よりも開設期間が短いことと、最低賃金上昇による人件費高騰に伴い、1回線あたり

　　　　　　　　　　　 の日額が増額となる。

給付金種別

内容
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款　別 補正額 事　　　業　　　名 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要

（民生費）
 【参考2】区役所内従事業務委託※12経費比較

　

（低所得世帯への臨時
　給付金の支給事務）

今回補正予算
（6年度5号補正予算）

【参考①】7万円給付
（5年度7号補正予
算）

【参考②】10万円給
付（5年度8号補正予
算）

【参考③】定額減税
給付（6年度1号補正
予算）

対象数 107,000世帯 100,000世帯
28,800世帯＋こど
も加算18,500人

195,000人

従事期間
7年1月28日～
7年3月31日
延べ42日

6年1月9日～
3月25日
延べ52日

6年3月1日～
11月29日
延べ186日

6年8月1日～
7年3月31日
延べ159日

従事時間

　　　平日
【窓口】
8時45分～17時15分
　（7時間30分）
【電話】
8時30分～17時15分
　（7時間45分）

平日
8時45分～17時15分

（7時間30分）

平日
8時45分～17時15分

（7時間30分）

平日
8時45分～17時15分

（7時間30分）

従事人数
最大9人
平均9人

延べ378人

最大16人
平均12人
延べ616人

最大14人
平均9人

延べ1,678人

最大5人
平均4人

延べ681人

従事人数内訳
全期間
窓口  　　　　4人
電話  　　　　5人

R6年1/9～1/18    5人
1/19～2/29      16人
3/1～3/25        8人

R6年3/1～3/25
         8→14人に増
3/26～3/29      14人
4月             10人
5/1～7/3         8人
7/4～7/31       14人
8月　　　　     11人
9月　　　　　    9人
10月             8人
11/1～11/15      7人
11/18～11/29  　 5人

6年8月～12月  5人
7年1月～ 3月  3人

契約額
12,341千円

（必要経費想定額）
13,742千円 38,319千円 13,026千円

平均時間単価 4千円（4,213円） 3千円（2,974円） 3千円（3,045円） 3千円（2,551円）

従事人数
一人あたりの日額 33千円

※13 23千円 23千円 20千円

 ※12　今回業務委託の範囲…今回の給付金では、委託内容にオンライン申請業務を追加する。これにより迅速な支給が

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　可能になる。また受付から支給決定までの審査事務を委託することで、庁内応援職員を

　           　　　　　　　　　　　 　10名から3名まで減らすことができる。

 ※13　増額理由　　　　 　 　 …参考①～③は人材派遣契約のため、業務の構築や管理は区が行うが、今回予定している業

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  務委託では事業者が行う。今回その経費（約240万円）も含まれることと、最低賃金上昇によ

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　る人件費高騰に伴い、一人あたりの日額が増額となる。

給付金種別

内容
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款　別 補正額 事　　　業　　　名 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要

（民生費）  2  スケジュール（予定）

　

合　　　計 3,638,117

（低所得世帯への臨時
　給付金の支給事務）

通知の種類 通知発送 支給時期 申請期限

 ※14　振込事前案内…口座変更等がなければ区への返送不要で振込可能な世帯

　　　　　　　　　　　　　　 対象者が意図しない口座への振込等を防ぐため、口座変更等届出期間を一定期間

　　　　　　　　　　　　　　 設け、一斉振込。ＷＥＢ専用サイトで申込みをした世帯は、一定期間を待たず順次

　　　　　　　　　　　　　　 振込。

 ※15　確認書　　　　 …支給要件や振込口座等確認のため区への書類返送が必要な世帯

　　　　　　振込事前案内
※14

 【区へ返送不要】

　直近の給付金を受給し、基準日（令和6年12月13
日）までに世帯構成に変更が無いなどの条件を満た
す世帯（約85,200世帯（こども加算6,000世帯含む））

3月10日

　　　　　　　　　確認書
※15

【区へ返送必要】

　上記「振込事前案内」以外の対象世帯（約21,800世
帯（こども加算1,000世帯含む））

2月上旬
以降順次

2月上旬
以降順次

2月下旬
以降順次

1月下旬

10



従来 今回補正

◎業務委託の
仕組みについ
ては、定額減
税給付金担当
課にて実施済

審査
・支給資格審査事務（申請書）
・特別対応事務（DV、刑務所・施設入所者）
・引継対応（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、窓口）及び対象確認
・不備対応(記入漏れ、添付資料不足等)
給付
・支払処理
・通知発送
共通
・窓口対応（派遣職員で対応できないもの）
・電話対応
（ｺｰﾙｾﾝﾀｰで対応できないもの、苦情対応、振込予
定日、不支給理由等）

☛給付管理していた関係上、コールセンターで対応
出来ない電話対応の職員負担が大

人材派遣
・書類審査（二次審査）
・不備対応（記入漏れ、
添付資料不足等）

・システム入力
・窓口対応

業務委託
・書類審査（一次審査）
・コールセンター
・印刷・封入封緘
・通知発送

主な拡充ポイント
・オンライン申請対応

☛区民のオンライン利用により素早い
支給に寄与

・給付管理システム運用・保守
・区役所内電話対応

☛庁内応援職員10名を3名に圧縮

・確認書類等審査事務
・人材派遣部分を吸収

業務委託

区

・支給資格審査（ｺｰﾙｾﾝﾀｰからの対象確認のみ）
・特別対応事務（DV、刑務所・施設入所者）
・支払処理

【新たな非課税世帯給付金事務の
外部委託イメージ図】

区

(事務の根幹に関わる業務及び委託に
なじまない事務のみ処理)
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特定目的基金の積立状況
↓R５決算時 （単位：千円）

一般会計 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮

基金の主な使途
５年度末
現在高a

６年度
当初積立

６年度
当初取崩

６年度
当初現在高

1号
取崩

2号
取崩

剰余金
基金編入

3号
積立

3号
取崩

4号
取崩

5号
積立

5号
取崩

６年度末
現在高b

６年度末
現在高の割合

年度末
現在高比較b-a

Ⅰ　財源対策のための基金

1 財政調整基金
財源不足、災害復旧等必要とさ
れる事業

48,570,746 28,650 11,940,229 36,659,167 128,768 322,122 6,300,000 3,500,647 577,226 38,430,404 24.1% △ 10,140,342

2 減債基金 特別区債の償還 4,501,510 6,410 500,000 4,007,920 4,007,920 2.5% △ 493,590

合　計 53,072,256 35,060 12,440,229 40,667,087 128,768 322,122 6,300,000 0 3,500,647 577,226 0 0 42,438,324 26.6% △ 10,633,932

Ⅱ　施設整備のための基金（主にハード事業）

1 義務教育施設建設資金積立基金 小・中学校施設整備 56,277,114 78,420 6,326,107 50,029,427 1,070,899 6,000,000 54,958,528 34.4% △ 1,318,586

2 教育ＩＣＴ環境整備資金積立基金 教育ICT環境の更新 6,100,000 3,060 2,765,142 3,337,918 3,337,918 2.1% △ 2,762,082

3 子ども・子育て施設整備基金 保育施設、学童保育室の整備 595,681 3,308 232,506 366,483 366,483 0.2% △ 229,198

4 地域福祉振興基金
特別養護老人ホーム、障がい福
祉施設の整備

6,359,811 19,052 1,444,333 4,934,530 2,458 4,932,072 3.1% △ 1,427,739

5 公共施設建設資金積立基金
住区センター、地域学習セン
ター、スポーツ施設等の整備

49,916,694 65,570 8,576,387 41,405,877 62,059 41,343,818 25.9% △ 8,572,876

6
一般区営住宅改修整備資金積立基
金

区営住宅の大規模修繕・建替 1,620,848 152,260 146,143 1,626,965 1,626,965 1.0% 6,117

7 災害対策基金
防災強化に資する整備、被災後
の応急・復旧対策、耐震化助成

5,738,218 8,110 1,269,000 4,477,328 4,477,328 2.8% △ 1,260,890

8
竹の塚鉄道立体化及び関連都市計
画事業資金積立基金

竹ノ塚駅付近の鉄道立体化の整
備

1,322,012 2,570 341,467 983,115 983,115 0.6% △ 338,897

合　計 127,930,378 332,350 21,101,085 107,161,643 0 1,070,899 0 6,000,000 62,059 2,458 0 0 112,026,227 70.2% △ 15,904,151

Ⅲ　特定の事業推進のための基金（主にソフト事業）

1 育英資金積立基金
奨学金の給付・貸付・返済支援、
高校等入学準備金助成

2,252,983 598,374 342,136 2,509,221 2,509,221 1.6% 256,238

2 あだち子どもの未来応援基金
子ども食堂運営団体等の支援
児童養護施設退所時の支援

532,892 101,690 73,584 560,998 2,200 558,798 0.4% 25,906

3 協働・協創パートナー基金
居場所づくり等社会貢献活動を
行うNPO団体等への支援

211,106 1,300 9,000 203,406 203,406 0.1% △ 7,700

4 文化芸術振興基金 区民の文化活動を支援 278,331 390 16,600 262,121 48,619 310,740 0.2% 32,409

5 環境基金
エコ活動に取り組む区民・団体
等への支援

344,572 760 30,000 315,332 △ 20,654 335,986 0.2% △ 8,586

6 緑の基金
保存樹樹木育成、樹木樹勢回
復、荒川河川敷桜づつみの管理

1,175,558 4,650 20,399 1,159,809 4,261 1,164,070 0.7% △ 11,488

合　計 4,795,442 707,164 491,719 5,010,887 0 0 0 52,880 2,200 △ 20,654 0 0 5,082,221 3.2% 286,779

総合計（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ） 185,798,076 1,074,574 34,033,033 152,839,617 128,768 1,393,021 6,300,000 6,052,880 3,564,906 559,030 0 0 159,546,772 100.0% △ 26,251,304

介護保険特別会計
５年度末
現在高a

６年度
当初積立

６年度
当初取崩

６年度
当初現在高

1号
積立

1号
取崩

2号
取崩

６年度末
現在高b

年度末
現在高比較b-a

1 介護保険給付準備基金 次期介護保険料の上昇抑制等 3,206,548 3,260 744,000 2,465,808 1,115,186 166,000 △ 96,025 3,511,019 304,471

※表示金額は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

    　　  予算ベース

項　　　　　　目

項　　　　　　目
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